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資料２ 基本計画素案（基本方針案（たたき台）） 

変更後 変更前 備考 

第１ 基本計画策定の趣旨  

１ 趣旨 

道では、林業労働力の確保の促進に関する法律（以下「労確法」

という。）の規定に基づき、林業労働力の確保の促進に関する基本

方針、事業体が行う雇用管理の改善等の目標及びこれらを促進す

るための施策などを定めた第７期の基本計画を策定し、林業労働

力の育成・確保を総合的に推進するものとする。 

 

２ 計画期間 

基本計画の期間は、令和９年度（2027年度）から令和 13年度（2031

年度）までの５カ年間とする。 

 

 

 

 

５ 林業労働対策の現状と課題 

道は、労確法に基づき、平成８年度（1996年度）を始期とする第

１期から６期にわたり基本計画を策定してきた。第６期計画策定

時の林業を取り巻く環境は、通年雇用の進展や林業従事者の平均

年齢の低下など雇用環境の改善が見られた一方、労働災害の発生

率の高さに加え、造林を担う従事者の減少や、新規参入者の離職、

事業量の安定的な確保など、解決すべき多くの課題が存在してい

た。 

このため、道では、林業労働力を安定的に確保するため、基本計

第１ 基本計画策定の趣旨  

１ 趣旨 

道では、林業労働力の確保の促進に関する法律（以下「労確法」

という。）の規定に基づき、林業労働力の確保の促進に関する基本

方針、事業体が行う雇用管理の改善等の目標及びこれらを促進す

るための施策などを定めた第６期の基本計画を策定し、林業労働

力の育成・確保を総合的に推進するものとする。 

 

２ 計画期間 

基本計画の期間は、令和４年度（2022年度）から令和８年度（2026

年度）までの５カ年間とする。 

 

第２ 林業における経営及び雇用の動向  

１ 森林・林業を取り巻く情勢 

２ 林業事業体の現状 

３ 林業従事者の雇用管理の現状 

４ 林業労働力の動向 

５ 林業労働対策の現状と課題 

道は、労確法に基づき、平成８年度（1996年度）を始期とする第

１期から５期にわたり基本計画を策定してきた。第５期計画策定

時の林業を取り巻く環境は、通年雇用比率の向上などが見られた

一方、従事者の高齢化や労働災害の発生に歯止めがかからないこ

とに加え、新規参入者の減少や就業後の離職など、解決すべき多く

の課題が存在していた。 

 

こうした状況の中、道としては、林業労働力を安定的に確保する

 

 

 

 

 

変更（第７期） 

 

 

 

変更（計画期間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更（第６期） 

直近の状況に修正 

 

 

 

 

文言整理 

第２ １～４ 調整中 
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変更後 変更前 備考 

画に基づき、林業従事者の育成・確保、労働安全の向上、林業事業

体の経営体質の強化を柱として、北海道森林整備担い手対策事業

等により総合的に施策を推進してきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした結果、通年雇用比率や平均年齢の低下、週休２日制の導

入、労働災害の減少など、さらなる改善が見られている。 

 

 

 

 

 

一方、本道では全国を上回るスピードで人口減少、少子高齢化が

進行しており、林業従事者の急激な減少が懸念される中、森林づく

りを担う人材を安定的に確保・育成していくことが、これまで以上

に重要な課題となっている。 

ため、基本計画に即した雇用管理の改善、事業の合理化及び新規就

業の促進に関する次の事業について、北海道森林整備担い手対策

基金の運用益等を活用して推進してきた。 

こうした結果、森林資源の循環利用が着実に動き始めるなど林業

を取り巻く情勢が変化したこともあり、通年雇用比率の増加や従

事者の平均年齢の低下など改善の傾向が見られる。 

一方で、造林を担う従事者の減少や、収入・人間関係・体力面な

どを原因とした新規参入者の離職、一事業体あたりの少ない年間

事業量、他産業と比較して高い割合で発生している労働災害など、

今もなお解決すべき課題が残されている。 

また、北海道は全国を上回るスピードで人口減少、少子高齢化が

進んでおり、高齢化による林業従事者の急激な減少が懸念される

中、今後、林業労働力を安定的に確保するため、新型コロナウイル

ス感染症の拡大によって高まりつつある地方移住志向を踏まえ

区分 主な事業内容 

雇用管

理の改

善 

・就労長期化のための奨励金の支給 

・労働環境改善のための安全衛生確保設備などの導入への

助成 など 

事業の 

合理化 

・林業従事者の技術、技能向上のための各種研修の実施 

・高性能林業機械のオペレーター研修の実施 

・技能講習等の経費助成 など 

新規就

業の促

進 

・新規参入者への就業準備に必要な資金の貸付 

・林業未経験者向け講習やセミナーの実施 

・農林漁業が一体となった新たな担い手確保の推進 

・地域における産学官のネットワーク化による連携 など 

基本計画の項立て

に基づき修正 

財源を事業名に修

正 

 

基本計画の項立て

に基づく区分で整

理、近年の取組に

修正 

 

 

 

 

 

直近の状況に修正 

 

 

削除（前述した継

続課題） 

 

 

文言整理、一部削

除（コロナ等） 

 

 



 

3 

 

変更後 変更前 備考 

また、特定技能制度及び令和９年度（2027年度）から運用が開始

する育成就労制度の整備により、林業分野においても外国人が一

定期間国内で就労することが可能となるなど、林業労働をとりま

く情勢は大きく変化している。 

こうした中、造林を担う従事者の減少への対応や、処遇の改善、働

きやすい就業環境の整備、労働災害の防止など、就業環境の改善を一

層進めるとともに、多様な人材が安心して働き、技能向上・キャリア

形成を通じた定着の促進が重要である。 

さらに、地域や世代を問わず林業への理解と関心を高めるととも

に、地域の林業事業体や農業高校などの教育機関、市町村などが連

携し、地域の実情に応じた担い手対策を進めることが重要である。 

また、令和２年（2020年）４月に開校した北森カレッジでは、こ

れまで約 150 名の卒業生を林業・木材産業の現場に送り出してき

た。しかし、近年は入学者数が減少していることから、安定的な入

学者確保と育成に向け、より効果的な取組が求められている。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

第７期の基本計画においては、こうした情勢の変化や課題など 

て、都市部からの担い手確保を図るとともに、地元の林業事業体や

農業高校などの教育機関、市町村などで構成する協議会（以下「地

域協議会」という。）による新規就業者の確保、就業環境の改善、

通年雇用化の促進の取組を進めるほか、労働環境や就労条件のさ

らなる改善、労働災害の防止など、男女問わず誰もが働きやすい魅

力ある職場への転換を早急に図ることが必要である。 

 

 

 

 

 

さらに、道では、令和２年（2020年）４月に北森カレッジを開校

し、林業・木材産業の幅広い知識と確かな技術を身につけ、即戦力

となり、将来的に企業等の中核を担う地域に根差した人材の育成

を進めているところである。 

なお、技術移転を通じた開発途上国への国際協力を目的とした技

能実習制度に基づく技能実習生等の林業分野で働く外国人労働者

は、他産業に比較して少ない状況にあるが、現在、業界団体におけ

る、技能実習２号移行対象職種追加に向けた取組が行われている。

また、国の「技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識

者会議」では、両制度の施行状況を検証し、課題を洗い出した上、

外国人材を適正に受け入れる方策の検討が進められており、こう

した国の動向も注視するとともに、関係制度の周知を図る必要が

ある。 

第６期の基本計画においては、こうした取組や課題なども踏ま

文言整理、直近の

状況に修正（外国

人受入制度） 

 

 

 

追加（技能向上を

通じた定着促進） 

 

 

 

直近の状況に修正 

 

 

 

記載位置を変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更（第７期） 
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変更後 変更前 備考 

も踏まえ、森林づくりを担う人材の確保・育成・定着、労働安全 

の向上、林業事業体の経営体質の強化を柱とし、林業労働力を 

確保する施策の展開を図っていくことが必要である。 

 

 第３ 林業労働力の確保の促進に関する基本方針  

林業労働力の確保を総合的に推進するための基本的な考え方及

び方針は、次のとおりとする。 

また、本基本計画に沿って進める取組を林業関係者に分かりやす

く示すために、「北海道森林づくり基本計画」（令和９年（2027年）

３月策定（見込み））の目標に関連する指標を掲載するとともに、

達成に向けて取組を進めるものとする。 

 

１ 森林づくりを担う人材の確保・育成・定着 

林業労働力を安定的に確保するためには、多様な人材の新規参

入の促進や林業従事者の技術・技能の向上はもとより、就業環境

の改善を含む魅力ある職場づくりにより、森林づくりを担う人材

の確保、育成及び定着を図る必要がある。 

このため、地元の林業事業体や農業高校などの教育機関、市町

村などで構成する協議会（以下「地域協議会」という。）による新

規就業者の確保、就業環境の改善の取組を進めるほか、多様な対

象に向けた道内外への林業の魅力発信、特に人手不足が進む造林

分野における人材確保の取組の強化や機械化の推進などにより、

担い手対策を推進する。 

 

 

え、林業従事者の育成・確保、労働安全の向上、林業事業体の経営

体質の強化を柱とし、林業労働力を確保する施策の展開を図って

いくことが必要である。 

 

 第３ 林業労働力の確保の促進に関する基本方針  

林業労働力の育成・確保を総合的に推進するための基本的な考え

方及び方針は、次のとおりとする。 

また、本基本計画に沿って進める取組を林業関係者に分かりやす

く示すために、「北海道森林づくり基本計画」（令和４年（2022年）

３月策定）の目標に関連する指標を掲載するとともに、達成に向け

て取組を進めるものとする。 

 

１ 林業従事者の育成・確保 

林業労働力を安定的に確保するためには、若年層を主体とした新

規参入の促進や、魅力ある就労環境を整備することが必要である。 

 

 

このため、地域協議会での取組や、コロナ禍による地方への関心

拡大を踏まえ、道内外への林業の魅力発信など新規就業者の確保

を促進する。 

 

 

 

また、事業体における指導・教育手法の改善や若手林業従事者等

のネットワークづくり、雇用管理体制の充実強化、能力評価制度の

項目名の修正 

 

 

 

 

文言整理 

 

 

時点修正 

 

 

 

項目名の修正 

修正（多様な人材

の新規参入、魅力

ある職場づくり） 

 

文言整理、追加（多

様な対象への魅力

発信、造林分野の取

組強化、機械化推

進） 

 

記載位置を変更 
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変更後 変更前 備考 

 

 

また、北海道森林整備担い手支援センター（以下「支援センタ

ー」という。）など関係機関との連携により、林業従事者の技術・

技能の向上につなげるための研修制度を充実させ、ＩＣＴ等の最

新技術に精通した人材育成を推進するなど、知識・技術・経験等

に応じた段階的なキャリア形成の支援に加え、複数の作業内容に

も対応できる多能工化を推進する。 

さらに、事業体における指導・教育手法の改善や雇用管理体制の

充実強化、就業条件の整備、能力評価制度の導入を通じた処遇の改

善などにより、林業従事者が長期にわたり安心して就業できる環

境の整備を進めることで、林業従事者の育成及び定着を図る。 

加えて、北森カレッジにおいては、本道の林業・木材産業の即

戦力となり幅広い知識と確かな技術を身につけ、将来的に企業等

の中核として活躍できる人材を育成するとともに、林業・木材産

業の動向や企業ニーズなどを踏まえながら、教育内容の一層の充

実を図る。 

 

 

 

 

 

２ 労働安全の向上 

労働災害を防止し、健康で安全な職場づくりを進めることは、森

林づくりを担う人材を継続的に確保、定着させるために不可欠で

導入、就業条件の整備などにより、林業従事者が安心して就業でき

る環境の整備を進める。 

さらに、北海道森林整備担い手支援センター（以下「支援センタ

ー」という。）など関係機関との連携により、林業従事者の技術・

技能の向上につなげるための研修制度を充実させ、ＩＣＴ等の最

新技術に精通した人材育成を推進するなど、知識・技術・経験等に

応じた段階的なキャリア形成の支援に加え、複数の作業内容にも

対応できる多能工化の推進等により、林業従事者の育成・定着を図

る。 

 

 

 

加えて、北森カレッジにおいては、これらの取組と連携を図りな

がら、地域や産学官と連携したオール北海道の体制により、道内各

地の特徴ある森林を活用した実践的な教育を行い、林業・木材産業

の現場で即戦力となる幅広い知識と確かな技術を身につけ、将来

的に企業等の中核を担う人材を育成する。 

 

 

 

 

 

２ 労働安全の向上 

労働災害を防止し、健康で安全な職場づくりを進めることは、林

業労働力を継続的に確保、定着させるために不可欠であり、事業

 

 

文言整理 

 

 

 

 

 

追加（就業条件の

整備、処遇の改善

等）、一部削除（ネ

ットワーク） 

直近の状況に修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言整理 

 

＜指標＞ 

  新規参入者数 1,600人 

（令和 4～13年度（2022～2031年度）の 10年間） 

（現状：平成28～令和２年度（2016～2020年度）の5年間 764人） 

森林づくり基本計画の見直しに 

合わせて今後整理 

＜指標＞ 

  新規参入者数 1,600人 

（令和 4～13年度（2022～2031年度）の 10年間） 

（現状：平成28～令和２年度（2016～2020年度）の5年間 764人） 



 

6 

 

変更後 変更前 備考 

あり、林業事業体、林業従事者をはじめ、関係機関が一体となって

労働安全衛生の向上を図る必要がある。 

このため、労働災害の詳細な発生原因の分析に基づく重点的な

対策の実施や、リスクアセスメントの導入・実施の徹底、重大災害

が依然として多い伐倒作業における先進的な林業機械の導入促

進、安全装備品の普及、緊急時の連絡体制の確保などによる労働安

全衛生対策の充実を図る。 

また、伐木作業等における労働安全衛生教育の徹底及び安全意

識の向上や、技能検定の受検促進を通じ伐木技術の向上を図るこ

とにより、安全で安心な労働環境の確保を進めるものとする。 

 

 

 

 

 

３ 林業事業体の経営体質の強化 

道内の木材需要を見据え、原木の安定的な供給と森林資源の循環

利用による持続的な林業経営を実現するためには、生産性と収益

性の向上を通じ、林業事業体の経営基盤を強化し、安定した雇用や

適切な処遇の確保につながる経営体質の強化を図る必要がある。 

このため、施業の集約化や経営規模の拡大等による事業量の安定

確保や、ＩＣＴやＡＩ等の最新技術を活用したスマート林業の導

入、路網と先進的な林業機械を組み合わせた効率的な作業システ

ムの導入などにより生産性の向上と低コスト化を図るほか、技能

検定制度の活用による技能水準の向上や、外国人材を含む多様な

体、従事者をはじめ、関係機関が一体となり、積極的に労働安全衛

生の向上を図る必要がある。 

このため、労働災害の詳細な発生原因の分析に基づく対策の重点

的な実施や、リスクアセスメントの導入・実施の徹底、重大災害が

多発している伐倒作業における高性能林業機械の導入促進、造林

作業の機械化、緊急時の連絡体制の確保などによる労働安全衛生

対策の充実のほか、伐木作業等における労働安全衛生教育の強化

や、林業分野への導入が検討されている技能検定制度の活用等に

よる技術の向上を図るとともに、気候変動に伴う猛暑日の増加等

への対策などにより、快適な職場環境の形成を促進し、林業従事者

の確保を進めるものとする。 

 

 

 

 

３ 林業事業体の経営体質の強化 

本格的な利用期を迎えている人工林から、木材を安定的に供給す

るためには、生産性と収益性を高め、長期安定経営を実現できる林

業事業体の育成を目指す必要がある。 

 

このため、森林経営計画などによる施業の集約化や、ＩＣＴ等の

最新技術を活用したスマート林業の導入、路網と高性能林業機械

を組み合わせた効率的な作業システムの導入などにより、生産性

の向上と低コスト化を図るほか、これらを実行できる専門的かつ

高度な知識・技術を有する林業従事者などの育成・確保に努める。 

 

 

文言整理 

 

文言整理 

追加（安全装備品） 

 

文言整理、追加（教

育の徹底、安全意

識の向上） 

 

 

 

 

 

 

直近の状況に修

正、追加（持続的な

林業経営の実現、

経営基盤・経営体

質の強化） 

文言整理 

 

追加（技術水準の

向上、外国人材） 

＜指標＞ 

  高性能林業機械等による伐倒の割合 50％ （令和 13年度（2031年度）） 

（現状：37％ （令和元年度（2019年度）） 

＜指標＞ 

  高性能林業機械等による伐倒の割合 50％ （令和 13年度（2031年度）） 

（現状：37％ （令和元年度（2019年度）） 

森林づくり基本計画の見直しに 

合わせて今後整理 
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変更後 変更前 備考 

人材の活用を進めるなど、これらの取組を支える専門的かつ高度

な知識・技術を有する林業従事者等の育成・確保に努める。 

また、「北海道林業事業体登録制度」（以下「事業体登録制度」と

いう。）や「北海道意欲と能力のある林業経営者」などの各種登録

制度等を活用し、林業事業体の経営力の向上はもとより、経営人材

の育成などにより円滑な事業承継を促進するとともに、安全で適

切な施業を実践する林業事業体の育成を図り、安定した雇用の確

保や林業従事者の所得向上につなげる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、地域協議会を活用した通年雇用化の促進や、適切な森林施

業を行い、労働安全衛生管理に努める健全な林業事業体の育成を

図るため、道が平成 24年（2012年）に創設した「北海道林業事業

体登録制度」（以下「事業体登録制度」、また、本制度により登録を

行った事業体を「登録事業体」という。）や、森林の適切な経営や

管理の確保を図るため、平成 31年（2019年）より登録を開始した

「北海道意欲と能力のある林業経営者」並びに「北海道育成経営

体」の仕組みを活用した経営力の向上などを通じて、効率的な経営

を行い、安全で適切な施業を担う林業事業体の育成を図ることで、

林業従事者の所得向上を促進する。 

 

 

 

 

 第４ 事業体が行う林業労働力の確保に関する目標  

１ 林業従事者の育成・確保 

（１）新規参入者の確保・定着 

（２）雇用管理体制の確立 

（３）労働条件の改善 

（４）教育訓練の充実 

（５）高年齢従事者の活躍の推進 

（６）女性従事者等の活躍の促進 

（７）林業従事者のキャリア形成支援 

文言整理 

 

削除（制度説明等） 

 

文言整理、追加（事

業承継） 

 

＜指標＞ 

  林業事業体の生産性（素材生産）13.0㎥/人日（令和１３年度（2031年度）） 

（現状：令和元年度（2019年度）9.1㎥/人日 

＜指標＞ 

  林業事業体の生産性（素材生産）13.0㎥/人日（令和１３年度（2031年度）） 

（現状：令和元年度（2019年度）9.1㎥/人日 

森林づくり基本計画の見直しに 

合わせて今後整理 

第４～ 調整中 
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変更後 変更前 備考 

２ 労働安全の向上 

３ 林業事業体の経営体質の強化 

（１）林業事業体の経営体質の強化 

（２）生産性の向上と事業量の安定的確保 

（３）通年雇用化の推進 

 第５ 林業労働力の確保の促進を図るための施策  

１ 北森カレッジによる人材育成 

２ 林業従事者の育成・確保を図るための施策 

（１）新規参入の普及啓発 

（２）新規参入者の確保・定着 

（３）雇用管理体制の充実と雇用管理の明確化 

（４）労働条件の改善 

（５）林業従事者の技術・技能の向上  

３ 労働安全の向上を図るための施策 

４ 林業事業体の経営体質の強化を図るための施策 

（１）林業事業体の経営体質の強化 

（２）雇用管理の改善計画の認定及び推進 

（３）生産性の向上 

（４）事業量の安定的確保 

（５）通年雇用化の促進 

 第６ その他林業労働力の確保に関する事項  

１ 支援センターの役割 

２ 山村地域の活性化及び定住環境の整備 

３ 森林・林業に対する理解の促進 

４ 外国人材の適正な受入 
 


